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－産業民主主義，経済民主主義，集団民主主義，
集団組織民主主義との対比において－
奥田幸助
はじめに
ﾕ０８３
組織民主主義に類似した言葉として，産業民主主義(IndustrialDemocracy)，
経済民主主義（Wirtschaftsdemocratie,EconomicDemocracy)，集団民主主義
(CollectiveDemocracy)，集団組織民主主義（GroupOrganizationDemocracy）
などがある。前三者は，ともに政治的民主主義では果たしえない経済的領域で
の民主主義の実現を願ったものである。とはいえ，これらの用語の概念はきわ
めて多義的であり，これによって必ずしも一定の明確な内容が示されるもので
はない。その民主主義の概念，民主主義の目ざすところ，真に民主主義が実現
される最終局面，民主主義実現への過程，民主主義を実現するためのけん引力
となる勢力，民主化への条件，民主主義を実現する場，民主主義の制度，さら
には被治者の手に入れた権力の使い方などについて見解の相違がみられる。
そのいう民主主義は社会主義体制においてこそ真に実現されうるとみなし，
その民主主義を資本主義体制から社会主義体制を実現するための道のりとして
とらえる見解もあれば，資本主義体制を所与とし，その枠内で民主化を実現し
ようとする立場もある。後者には，力の均衡を背景に当事者たちの問で合理的
価値(reasonablevalue）をみいだす方策としてうちだす立場から，力の均衡を
不毛の過程であるとして，真の民主主義には力の統合こそ肝要であると説く考
えまである。また民主化の要請をひたすら所有に対抗する労働者の権利要求に
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おく立場から，産業や組織における一層の効率化をねらった議論まである。
民主主義を実現するための勢力として多くは労働者の力を結集した労働組合
をすえるが,これとて所有に対抗する勢力としてとらえる見解もあれば,労使協
調に力点をおいて説明する論者もいる｡なかには労働組合にたいして,既得権益
層としての資本と同様，ひたすら自らのとり分を多くすることを願い，産業に
貢献しない集団としての評価しか与えないむきもある。むしろ，内容のある民
主主義の実現のためには，労働組合にかえて従業員代表制をもってあてるほう
がよいとする所論もある。さらには，民主主義を代表制によって実現しようと
する見解もあれば，直接民主主義を説く立場もある。加えて産業民主主義を国
民経済レベルでとらえる視点もあれば，これを経営組織や職場レベルにまで及
ぼしていこうとする議論もある。このほか,民主化のための制度となると,団体
交渉制,さまざまな共同決定機構,労働者持株制など多岐にわたる。本稿では，
まず産業民主主義,経済民主主義,集団民主主義，集団組織民主主義の名におい
て,これらの諸問題がどのようにとりあげられ，展開されていくかを確かめる。
組織民主主義は，上記の一連の民主主義と共通するところのものをもちなが
らも，その舞台が組織であるだけに，またそれとは異なった内容をもつことに
なる。そこで,まず１）いまなぜ組織民主主義でなければならないのか，組織民
主主義の求められる時代的背景を眺めてみる。次に，２）民主主義とは，「権
力の共有（sharingofpower)」である。それでは権力とはなんであるのか，そ
の共有の可能性があるのか，その共有によってなにが意味されるのか，さらに
は権力の共有は組織になにをもたらすのであるか，これらの問に答えることに
する。また，３）他の民主主義とは違って，組織民主主義に固有の問題とはど
のようなものであるのか，これを明らかにする。さらには，４）組織民主主義
は組織の場でなにを目ざそうとしているのか，その目標とするところを確かめ
る。このほかにも，５）組織民主主義の目ざす目標と経営組織の目標との関
係，６）組織民主主義を実現するための諸方策，７）組織民主主義を研究する
ためのアプローチなどを考察する。
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産業民主主義
１労働組合の民主制
産業民主主義は，1897年におけるSidney＆BeatriceWebbの体系的な研
究によって提唱された。それは，産業民主化への役割を労働組合に担わせよう
とするものである。かれらの産業民主主義論は，労働組合に焦点をあてた民主
主制である。Ｗｅｂｂ夫妻は，労働組合を，せまく雇用条件だけでなく，広く
労働者の生活条件の維持・改善をも目的とする賃金労働者の自主的な'恒常的団
体であるとみなす。労働組合は，労働者の自発的な拘束をうけない民主制によ
って生まれ，運営されている。それは，産業社会にたいして労働者階級を代表
する正当な利害集団たりうるものである。
２代議制度
具体的に労働組合の運営は，組織上「代議制度」によっておこなわれ，これ
をもって民主的とされる。「労働組合の歴史は，一般投票制又は代理員会を支
持するものに非ずして，寧ろ代議会に依る統治を以て民主制の止めを刺すもの
となすのである」と')。そのいう代議制は，労働組合員の監視と行政の効率性
とがうまくかみあった制度として提唱されている。この制度は，選挙によって
選出された議員よりなる代議会と，この代議会によって任命され，これにたい
して責任を負う行政とからなっている。前者は最高の意思決定機関であり，後
者は労働組合の全業務を担当する機関である。行政の業務を日常的におこなう
ために，役員がおかれる。この役員の一部は，労働者を代表する専門的代表者
であるべきであるといわれる。なぜならば，かれらは，一般労働者の苦'情を熟
知しているからである。
1）Sidney＆BeatriceWebb，助血sか”ノＤｅ”ocγαGy,1920,邦訳高野岩三郎監訳
『産業民主制』，法政大学出版局，1969,75ページ。
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３労働組合の方法
労働組合は，相互保険，団体交渉，仲裁裁定，ならびに法律制定の方法を通
して，その望むところのものを獲得することができるという。１）相互保険と
は，偶然の事故によって生計を奪われたとき，共同のかけ金によって積みたて
られた基金から組合員に生活の資を支給することを意味する。この定義によれ
ば，労働組合の相互保険には，性質を異にする２種の共助金，すなわち共済と
失業がある。２）団体交渉は，労働者の雇用の基礎となるべき原則を協定の形
で定めようとするものである。企業者にたいして労働者個々人が交渉にあたる
と，不利な条件を甘受せざるをえなくなる。団体交渉の方法によってこのよう
な事態を回避することができる。３）雇用条件の一定方式としての仲裁裁定の
本質的特徴は，その決定がいずれの当事者の意思でも，またかれらの間の交渉
の結果でもなく，仲裁裁判官の裁定による点である。この裁定は強制力をとも
なわず，この点で次の法律制定とは異なる。４）労働組合運動が労働者の利益
を保護するために法律の制定を促がしてきたことは，歴史の証明するところで
ある。このために，議会に向かって新しい立法を求めたり，請願，街頭での示
威運動，選挙運動をおこなう。
４労働組合のとり扱い事項
では，これらの諸方法によってどのような問題がとりあげられるのであろう
か。労働組合のとりあげる問題のなかでも，最も一般的なものは，標準賃金率
と標準労働時間である。標準賃金率はだれにたいしても一定の最低賃金を保障
させようとするものであり，標準労働時間は最大労働時間を決定しようとする
ものである。そのほかに衛生・安全，新しく導入される機械の使用にともなう
労働条件の改訂，雇用保障，職務管轄の問題が議せられる。
５労働組合の産業に及ぼす効果
さらに，これらの諸問題を一般的にとりきめたり，これをとりきめるための
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さきにみた諸法によって，産業がどのような影響をうけるかについて言及され
る。標準賃金率，標準労働時間，その他の雇用条件を規定することの「産業組
織に及ぼす効果は，すべて能率の増進に向かっている」とみなされる2)。それ
は雇主をして仕事に最適な労働者を選択させるのみならず，また未熟な労働者
に熟練や一般的な知識を身につけさせる刺激にもなる。また，賃金増加や労働
条件の改善は，雇主をして省力化機械の発明など産業の技術的な改善に向かわ
せることにもなる。加えて肌共通規則の存在は，事業を最良の地位と最良の設
備を有し，最有能者の管理下にある工場に集中させ，無能旧式な雇主を排除さ
せることになる3)。この共通規則の考えは，当該産業から規制されていない産
業にまで拡大する。こうして，これが社会全体に拡大し，いかなる産業も公共
の福祉に反する条件のもとで経営できないようにさせられる4)。
また，Ｗｅｂｂ夫妻は，団体交渉の方法と法律制定との産業に与える効果を比
較検討する。団体交渉の方法によって規制を獲得しようとする場合には，とき
には争議と仕事の停止をともなう。法律制定の方法はこのような事態を避ける
ことができ，この点での有利性をもっている。しかし，それは，事態の変化に
対応する弾力性を欠くという欠点もある。そこで法律制定の方法は，永続性の
ある事項，例えば衛生と安全についての最低限の規定，労働時間を定める場合
によい。とはいえ，団体交渉の方法も，それ自身の正当性を有している。法律
は国民的最低限を規定しているにすぎないのであって，労働者がより高いレベ
ルの労働条件を獲得し，その産業に有能な労働者を誘引し，産業能率を増進さ
せるためには，団体交渉の方法によらなければならないとみなされる5)。
６労働組合と社会改革
ところで，産業社会には三つの決定領域と，これにかかわる利害集団がある
2）Sidney＆BeatriceWebb,泌必.，邦訳前掲書，895ペー ジ。
3）Sidney＆BeatriceWebb,勿湿.，邦訳前掲書，888ペー ジ。
４）Sidney＆BeatriceWebb,必遡，邦訳前掲書，938ペー ジｄ
5）Sidney＆BeatriceWebb,勉遡.，邦訳前掲書，984～988ペー ジ。
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という。生産されるものを決定する消費者，生産の方法を決定する経営者，な
らびに雇用条件を決定する労働役員である。民主国家における産業管理は，こ
れらそれぞれの部門の利益と意思を代表する人たちの合意によっておこなわれ
ることが望ましいとされる6)。これが真に実現されるのは，社会主義において
である。産業民主主義は，これへの道のりなのである。
Webb夫妻は，労働組合に社会主義の実現に向けての役割の一端を担わせよ
うとする。そのいう社会主義は，フェビアンのそれである。それは，社会主義
実現の手段として議会活動と啓蒙運動に主きをおくものであった。それは，進
化論の思想と民主主義の社会観とから強い影響をうけているｏだから，それ
は，社会の大多数の同意を得て，漸進的に社会改革をすすめることを意図し
た。民主主義によって労働者階級はこれまですでに多くの成果をかちえてきた
し，今後ともかちとっていくであろうと期待された。労働組合は経済領域にお
ける民主主義実現の課題を背負って歩まねばならず，このことは，また社会主
義実現に向けての道のりとなりうるものなのである．
経済民主主義
１組織された資本主義
この産業民主主義の思想は世界の労働組合運動に影響を与え，漸進的，改良
的な労使協調路線をとらせることになった。ドイツにおいても,FritzNaphtali
は，フェビアニズムの影響を受けて労働組合の役割を考究した。かれの経済民
主主義論は，その後の労働者の同権的思想の源流になったといわれる7)。
Naphtaliは，政治的民主主義だけをもってしては経済領域における所有の
専制的支配体制を打破することができないと考えた。そこで，RudolfHilfe‐
ringのいう「組織された資本主議」にたいして経済的民主化でもって対抗し
6）Sidney＆BeatriceWebb,勿堀.，邦訳前掲書，1008～1009ペー ジ。
7）FritzNaphtali，ＶＷγ細"蛾s吻沈0〃α純一肋γW19se"，ＷＥｇα"ｄＺ”,1928,邦
訳『経済民主主義一本質･方途・目標一』，御茶の水書房,1983,253ページ。
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ようとする。Hilferingは，資本主義の独占段階にあっては，一般的カルテル
の樹立とともに「全資本主義的生産は，あらゆる部面における生産物を決定す
る一つの審判所により，意識的に調整される」という8)。組織された資本主義
とは，独占資本ならびにこれと結びついた国家によって全経済が意識的,権力
的，組織的にコントロールされ，そのもとに労働大衆が服するような社会をい
うのである9)。Naphtaliは，この組織された資本主義のなかに経済民主主義に
向かう潜在可能性をよみとり，これを機動力にして経済の民主化を促がそうと
した。「組織された資本主義の発展から，究極的には経済の民主化への発展の
方向にむかう大きな起動力力ji生まれるということである」と'0)。それは，「その
組織された企業権力を国民全体の利益のもとに服させるという方向｣である'１)。
それ故に，経済民主化への道は，国家を民主的な管理のもとにおくと同時
に，労働者を経済指導の組織に直接参加させることである。そこで，経済民主
化は，民主的な国家の形成と労働者による経済指導の組織への直接参加によっ
て実現されるとみなされる。いまや，その萌芽があるというのである'2)。
２労働関係の民主化
では，所有の専制的支配にたいして，労働者は，どのような根拠でもって同
権的主張をなしうるにいたったのであるか。次に労働関係の民主化に焦点をあ
てて，Naphtaliのいうところをみてみよう。
法は権力のより所であり，その保護するところのものは生産手段の私的所有
である。労働の地位を規定するのは，この所有にたいする労働の関係である。
８）RudolfHilfering,Ｄａｓ助zα"gだ”"αZ,助zg‘Sｿ"弛劾gγ此〃'２９sｵｇ助如峨伽嬉
吻ｓＫＺＺ”α脆沈"s,1910,邦訳『金融資本論』，大月書店，1952,388ペー ジ。
９）大橋昭一「ドイツ自由労働組合における経済主義路線の形成一ドイツ経済民主主義論の
発展｣，奥田幸助・高堂俊禰編著『経営参加と労働組合』，関西大学出版部，１９８３所
収，５５ページ。
10）Ｆ・Naphtali,勿脇.，邦訳前掲書，３１ペー ジ。
11）Ｆ､Naphtali,勿湿.，邦訳前掲書，３３ペー ジ。
12）Ｆ,Naphtali,伽ａ.，邦訳前掲書，３６～38ペー ジ。
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歴史的にみて，当初は労働する人間は所有者の意のままになる所有の対象であ
った。その後，労働者は意思をもつ自由な人間とみなされ，自由に労働契約を
とり結び，これによって労働給付の義務を負うことになった。ここでは，労働
者は物としてではなく，人格として存在する。それにもかかわらず，かれは，
依然として生産手段の所有者に労働力を売らねばならず，その人格は，他者の
所有の支配のもとにおかれている。自由な労働契約とは，実際に確定した諸条
件のもとへの自発的な服従以外のなにものでもない。かれは，所有の目的のた
めにその監督者を通じて支配されることになるｄ
しかし，今日では労働者は，人間として生きていかねばならない特殊社会的
存在とみなされるにいたった。労働者の共同決定権は，その一つのあらわれで
ある。これによって，労働者の集団的生活条件の改善が可能となるとみなされ
る。こうして所有は後退し，これによって人間が人間らしい生活を送るための
権利，つまり生存権を求めてたちあがる。この生存権は労働者の人格と結びつ
いており，この意味ではそれは人間性の概念でまとめられる。人間性をとりも
どすけん引力としての役割を担わせられるのが，労働組合である。とはいえ，
共同決定権を手に入れることによって，経済民主主義が直ちに実現されうるも
のではない。経済民主主義は，共有権的発展にいたったときはじめて実現され
うるとみなされるのである'3)。
３労働組合と社会主義
ドイツの労働組合が経済的民主主義を標ぼうするとき，それは社会主義を目
ざしたものである。「それは，社会主義的理念を実現するための道すじを明ら
かにするという方向で，これを補うことを意味している。社会主義と経済民主
主義とは，相互に究極目標としてわかちがたく結びついている。社会主義的な
経済制度なしには完全な経済民主主義はありえないし，また社会主義の理想は
13）Ｆ・NaPhtali,’6〃.，邦訳前掲書，155～176ペー ジ。
２４
????????
４経営民主主義と経済民主主義の関係
Naphtaliは，経営の民主化についても言及する。経済の共同指導も，個々
の独占的な企業組織の業務管理への労働者代表の参加を通してなされることが
できる。経営協議会をぬきにしてはありえない。とはいえ，経営内における雇
主の専制的支配を終らせるためには，社会的レベルで労働者は，その同権的地
位を獲得しなければならない。経営の民主化は，労働者の超経営的代表によっ
ておこなわれる経営指導に服さねばならない。経営協議会は，そこで決定をみ
た協約の実行と監視の機関にすぎないとみなされる'7)。そこでの労働代表の課
14）Ｆ・Naphtali，
15）Ｆ・Naphtali，
16）Ｆ､Naphtali，
17）Ｆ､Naphtali，
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経済の指導を民主的に組織することなしには実現しえない」と'4)。経済民主主
義と社会主義とは，一体的なものとしてとらえられている。
この方向は，利益にかわるに公益をもってする傾向，生産手段の処分権を企
業家の独裁支配から奪いとろうとする傾向，さらには新しい分配秩序をつくり
だそうとする傾向によって確かめられる。これを実現するのに，労働組合はあ
ずかって力があった。労働組合が，自から団体交渉によって，労働運動によっ
て労働者のための政策を国家からひきだすことによってなしえてきた'5)。
今後の方向として，労働組合のとりうる二つの異なった形態がありうるとい
う。一つは，立法と公的行政に向けられる要求であり，いま一つは，自ら新し
い民主主義的な経済形態の構造を実現するという課題の達成である。労働組合
は，「賃金・労働条件をめぐる闘争のなかで，労働力の利益の直接的擁護とい
うその本来の課題と密接に結びつきながら，働く人間の解放という偉大な人間
の目標に奉仕するのである」と'6)。労働組合に人間解放への課題を担わせ，そ
の道を歩ませようとする。
????
前掲書，
前掲書，
前掲書，
前掲書，
７ページ。
211～212ペー ジ。
216ペー ジ。
188ペー ジ。
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題は,業務管理のなかに経済全体の観点をうちだすことにあるとみなされる'8)。
５産業民主主義と経済民主主義との対比
Naphtaliの経済民主主義は，Ｗｅｂｂ夫妻の産業民主主義の思想を継承して
いるだけに，両者の間には幾つかの共通点をよみとることができる。その描く
社会主義像，そこに到達する過程や方法，現状認識に違いはあるとしても，と
もに，社会主義を目ざして産業民主主義，ないしは経済民主主義を主張してい
る。社会主義の到達においてはじめて，その提唱するところのものが実現され
うると考える。いまはそれに向けての道のりにあり，すでにその萌芽が存在す
ると認識する。すでに産業社会において所有と対抗する諸制度，ちなみに団体
交渉制，同権的共同決定制，ときには共有権的制度さえもが芽生えている。
Ｗｅｂｂ夫妻にしろ，Naphtaliにしろ，その説く社会改革は，漸進的，改良
主義的なものである。フェビアン社会主義者たちは，社会進化論から強い影響
をうけたといわれる。それは，社会改革を革命によってではなく，進化によっ
て徐々的になしとげていこうとするものであった。さらに，かれらは，英国の
議会制民主主義の伝統を継承していこうとする。こうして，社会変革は一部の
前衛による指導ではなく，大衆全般の合意の上ですすめられるべきであるとい
う。このために議会活動が重視される。したがって，生産手段の公有化も，革
新政党が議会で多数議席を占めることによって，漸次的にすすめられることに
なる。いわゆる部分社会化論である。
その変革のけん引的役割の一端をになわせられるのが，労働組合である。労
働組合は，産業民主主義，ないしは経済民主主義の実現のための重要な勢力と
して位置づけられる。それは，労働者階級の利益を代表するにいたる民主的な
組織である。その活動の分野は，政治的な領域よりもむしろ超経営的，経済的
なそれに向けられる。それも，雇用条件の改善を目ざしながらも，社会政策的
なそれから，さらには経済指導にまで及ぶ。ちなみに，Ｗｅｂｂ夫妻の提唱する
18）Ｆ､Naphtali,伽..，邦訳前掲書，３７ペー ジ。
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ナショナル・ミニマムや，Naphtaliが労働組合の行動指針としてとりあげる
労働法の整備，社会保障の拡充，労働者のとり分の増加を目ざす計画的賃金政
策，企業の価格形成にたいする影響力の確保，一般必需品の供給についての公
共団体による経済活動の促進と形成などである19)。これらの諸政策によって産
業の効率化，一国の生産力の発展，国民福祉の平準的高まりをもたらされるこ
とがつけ加えられる。
産業社会の管理運営については，共同経済的組織が構想され，それは，経営
者，労働者，消費者，国家代表によって構成されるとする。労働組合にその政
策の立案や運営に一役かわせようとする。経営の民主化は，労働者の超経営的
代表によっておこなわれる経済指導によって規定される。ちなみに，経営協議
会も，高い次元で労働組合によって獲得された成果の枠内で運営されており，
合意をみた協約，ないしは法律の実行と監視の機関にすぎないのである20)。
集団民主主義
１既得権益層としての労働組合
Ａ製作本能
これまで'の論者は，労働組合を，社会主義に向けて産業ないしは経済の民主
主義を実現させる担い手として高く評価した。これにたいして，労働組合は，
社会主義を実現する勢力とはなりえないという見解をうちだしたものにTho‐
rsteinVeblenがいる。
かれは，人間行動における原動力として本能的性癖をすえる。人間生活は，
本能によって規定されるとみなす。かれは，「本能の資質にはほとんど変化は
起こらない－実質的にはまったく起こらない」という２１)。これにたいして人
間生活の習慣的要素は不断に累積的に変化し，結果として制度の継続的発展を
19）Ｆ､Naphtali,必脇.，邦訳前掲書，214～216ペー ジ。
20）Ｆ､Naphtali,伽‘.，邦訳前掲書，186～188ペー ジ。
21）ThorsteinVeblen,別g〃sｵ碗cｵｑﾉFWbγ伽α"s伽α〃伽Ｓｙａｵgq/,伽〃血Ｗ”ノ
Ａγ応，1964,Ｐ、３５．
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惹起させることになる。本能的行動の発現は，この変化の過程にある制度によ
って規制されるとみなされる。
本能のなかでも，製作本能(instinctofworkmanship)が基軸にすえられる。
これは，種属の物質的福祉の向上に役だつような有用なものをつくりだす性癖
である。それは，生活の目的のための奉仕としての機能をもつ。それは，本来
的な姿では現実にはあらわれえないのであって，習慣による修正をうけざるを
えない。現在の体制のもとでは，「交渉的ならびに競争的営利原則への習慣化
によって，金銭的能率基準が製作感覚を侵害する（汚染する）ということが，必
然的にひき起こされる｡｣22）
Ｂ機械化過程
ところで，現在は，Veb'ｅｎによって「機械化過程(machineprocess)」の時
代として特徴づけられる。これによって問題とされるのは，使用されている装
置の複雑性よりもむしろ’過程の'性格である。この機械化過程は，他の過程に
依存した連続的過程であり，無限の系列をつくりだす。それは包括的であり，
その間の均衡が求められる。全体の産業過程を効率的に機能させるためには，
この全体としての均衡を維持することが必要である。このために，工場や過程
の相互関連づけ，隙間の調整の監視が重要な任務となる。これが，社会全体の
経済的福祉の向上に強くかかわりあうのである23)。この機械化過程の「形而上
学は唯物主義的であり，その観点は因果系列のそれである」とみなされる24)。
Ｃ機械化過程と営利原則の対立
ところが，機械化過程のこのような均衡を保持するための手段は営利取引で
あり，その均衡の管理者は企業家である。産業の調整は,産業目的ではなく,営
利を目的にする企業家の手にゆだねられているＯかれにとって，社会全体の福
祉は，どうでもよいことである。この営利性の精神的基盤は，私的所有制であ
22）Ｔ､Veblen,勉雌,ｐｐ､346-349.
23）ThorsteinVeblen，ＴﾉｸｇＴﾉig岬ｑ/､助s伽gss助"幼γ舵,1923,ｐｐ,6-8.
24）Ｔ､Veblen,勉趣.,ｐ､６７．
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る。この制度は，自然権の社会的容認によるものである。
この営利原則と機械化過程は矛盾する。機械化過程の規律は，因果関係のそ
れである。それは，自然権にもとづく営利企業の制度的基礎とは両立しえな
い。Veblenによって，機械化過程と営利性の関係は，このように対立的にと
らえられた。そして，前者を基軸にして制度の変革がおこなわれると考えられ
る。なぜならば，社会の物質的福祉の向上は，前者にかかっているからであ
る。それは，製作本能にそくしたものなのである。
Ｄ労働組合の非生産性
機械化過程とそれに随伴する精神の影響を最も強くうけるのは，機械的業務
に直接接触している労働者である。かれの思考の究極的基準は機械的効率性で
ある。これまでの習慣，権威によりどころをおく既得権益層と機械技術にそく
した思考習'慣をもつ階層とが生まれることになる。機械化過程の規律にもとづ
く一定の思考習‘慣に規定された労働者は自然権を容認しえず，労働組合運動に
おもむく。「労働組合精神の普遍的な特徴は，近代産業の機械的標準化が容認
されてきた自然権の作用と矛盾する場合にはいつでも，この容認されてきた自
然権学説の拒否にある。……労働組合主義は労働にたいして個人的な契約の自
由を拒否するし，また同様に使用者にたいして自己の目的にかなうようにその
事業を経営する自由な裁量権を否定する｡｣25）
とはいえ，労働組合は，ただちに私有財産制の廃止の要求をかかげるもので
はない。それは，自然権をより所とする伝統的観念と機械化過程によって新た
に発現した階級の要請との間の妥協の産物である。それは，伝統的な観念を容
認しながらも，これを現在の産業時代の精神に適応させていこうとする運動で
ある。
資本と労働との間でおこなわれる交渉は，自然権を前提にした上での営利取
引，すなわち価格交渉の性質を有する。このことから生まれてくる結果は，交
25）Ｔ・Veblen,必脇.,ｐｐ､328-329.
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渉と売買の性質をおびた，営利的な譲歩と妥協である26)。団体交渉は，「私的
利益のために争う二つの既得権益層の間で機会をつかみ，腕をためす勝負事で
あり，そこではゴーイング．コンサーンとしての産業組織が利害干渉の犠牲と
して参加するにすぎない。｣27）生活に根ざして社会の物質的福祉の向上を願う
Veblenにとって，労働組合は，真にこの目的にそって産業組織を十二分に機
能させえないものなのである。なぜならば，それは，全体としてのこの国の生
産的産業をひき継ぎ，それを現に担当する既得権益層よりも一層能率的な方法
で経営するだけの能力ある組織ではないからである。
Veblenは，現にＡＦＬを，他の既得権益層と同様それ自体既得権益層であ
るとみなす。それは自らの特権と利益のために戦い，サボタージュによって使
用者や競争相手組織を戦略的に打破するための組織なのである。それは，産業
のみならず，生産経営をも担当する意図をもっていない。かくて，それは，資
本と同様生産規制や供給の統制をなす組織とみなされ28)，Veblenの反対する
ところとなる。日常的改良主義にとどまるＡＦＬにたいする，かれの見解で
ある。ＡＦＬに進歩性を認めない。資本も労働もともに物を生産し，社会一般
の物質的福祉の向上に貢献しようとはしない。ともに金銭的本能をもつもので
あって，これは製作本能とはあいいれないものなのであろう。かれにとって
は，社会の物質的福祉の向上には既成の制度である自然権にもとづく既得権益
を撤廃することが必要であり，このためには革命のほか道はないと考える。か
れは，この担い手を生産技術者に求める。アメリカのいかなる労働組合も，革
命のための組織ではないのである。
２力の均衡と適正価値
Veblenのこのような見解は，ＪｏｈｎＲＣｏｍｍｏｎｓをはじめとするその後の
26）ThorsteinVeblen,剛ｇＥ"g伽gγｓα〃伽月ｊｃｇＳｙ吻沈,1921,ｐ､77.
27）Ｔ､Veblen,弛舷,ｐ､78.
28）Ｔ・Veblen,伽｡,ｐｐ､89-90.
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制度学派の流れをくむ人たちによって修正を加えられていく。かれらは，既成
の体制内での労使関係をめぐる問題の解決が，またその調整が可能であると考
える。製作本能と収奪本能の二元性は，体制内的に解消されていくのであるｏ
Ｃｏｍｍｏｎｓは，適正価値(reasonablevalue）を共通項に資本と労働との間に
力の均衡を背景にして合意をみいだそうとする。このために集団民主主義
(collectivedemocracy）への要請がでてくるのである。
Ａ希少性
Ｃｏｍｍｏｎｓは，財産概念の修正を通して資本と対等の立場で交渉できるよう
な労働組合の倫理的立場をうちたてようとする。かれは,これまでの経済理論
が展開する，平等な個人間の均衡や一方的集団行動にかえて，双方的集団行動
(two-sidedcollectiveaction)’つまり「集団民主主義」でもって応えようとす
る。Ｖｅｂ１ｅｎによって既得権益層として批判された労働組合は，Ｃｏｍｍｏｎｓに
よってこの集団民主主義の一翼を担わせられるのである。
Ｃｏｍｍｏｎｓは，その制度経済学をＤａｖｉｄＨｕｍｅに帰って希少性から出発
する。この希少性をめぐって利害の対立が生じ，これが財産の権利・義務を生
みだす。「財産の権利．義務は，希少性を統御する主権の運営準則（working
rUleS)である」と29)。この財産権からの利害の衝突は，意思の合致である取引
(transaction）において解消する。取引は，Ｃｏｍｍｏｎｓにとって利害衝突，依
存，ならびに秩序を含む経済的研究の究極単位なのである30)ｏ
労働組合は，希少な職業の獲得を規制しようとする集団行動であるＯアメ
リカ労働運動の理論をこの職業の希少性にてらして展開したのが，Selig
per1manである。かれは，ＡＦＬのイデオロギーを限られた職業の機会意識
にもとづくものとみなした。団体交渉の議題となる超過勤務，平等な仕事，雇
用の優先権，徒弟，機械の導入なども,労働協約に規定することによって，組
29）ＪｏｈｎＲ､Commons，Ｔ/ｚｇ＆o"Cl〃ｓｑ/・ＣＭどc物ｅＡｃ伽"，1951,ｐ､89.
30）ＪｏｈｎＲ・Commons,〃sｵ加加"α/此0"o加伽,1961,Ｐ,４．
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合が職業の権利を獲得しようとするものである31)Ｏ
Ｂ人間意思
社会は希少資源における財産権から生じる利害によって特徴づけられる。
Commonsは，伝統的経済学にみられるように経済を自動的自己指導の機構
とみなさず，したがって利害の衝突は自動的に調和に達するとは考えない。そ
れは，人間意思の力によって果されねばならないのであるＯこの人間努力によ
って利害の衝突から新しい調和，ないしは秩序，つまり運営準則が創造され
る。しかし，この調和ないしは秩序も決して永続的なものではありえない。歴
史的発展に即応して，これも時代のうけいれるところとはなりえなくなり，利
害の衝突を契機として変更を余儀なくせしめられる。かくて，制度の部分的・
動態的発展がつづけられるのである。利害の衝突は,Ｃｏｍｍｏｎｓにとって制度
の部分的．動態的発展への契機として把握される32)。労使の利害の衝突もこの
ようなものであって，革命に転ずるものではないのである。
人間の意思によって，このように利害の衝突から新しい調和ないしは秩序の
創造が可能ならしめられる。人間意思は，自己統御または自己支配の力であ
る。労使の関係も，人間意思によって統御されうるものなのである。人間の意
思は目的を生みだし，またこの目的にたいしての統御を可能にする。そして，
人は，この目的に自己の環境を適応させる能力を有するのである。こうした意
思的要素の導入によって，労使の関係の調和をもたらす動因の論理が生みださ
れるｄ
ｃ力の均衡
Ｃｏｍｍｏｎｓは，売買取引の関係を力(power)のそれとして把握する。なぜな
らば，売買取引は財産所有の移転であり，財産所有は商品ないしは用役を他人
に使用させない力，すなわち交換条件について譲歩をかちとるために用いられ
31）SeligPerlman,Ａ剛g州ｑ/､伽Z,α60γＭうり〃”,1928,邦訳松井七郎訳『労
働運動の理論』，法政大学出版部，1954,183ページ。
32）ＪＲ・Commons,肋sｵ伽加"α/＆o"0"zzcs,ｐ､４，ｐ､６
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る力を含むからである。この財産の定義からすれば，労働契約をさし控える権
利も，これまた財産権として認められる。この権利が労働者に交渉力を与え
る33)。他方，使用者も,労働者の雇用をさし控える権利をもち，力をもつ。か
くて，使用者と労働者の双方が，望ましいと考える条件で合意に達する。
しかし，大規模化した企業と労働者個人のさし控える力は，決して対等なも
のではありえない。労働者の組織化は，かれらの交渉力を増加させる。労使の
間で力の均衡があってこそ，そこで合意された価値に適正性（reasonableness）
をみいだしうるのである。コモンズが労使間の「力の均衡」を主張するゆえん
である。
Ｄ適正価値
この適正性，ないしは適正価値（reasonablevalue）の思考は，制度的なもの
として把握される。それは，その時と所の歴史的事’清のもとにおいて得ること
のできる価値である34)。
では，この価値が適正であるかどうかはだれによってみいだされうるのか。
コモンズは第三者の介入を排して，利害関係のある当事者たちが自発的に研究
と交渉によって協定に達することによってみいだされると考える。「……適正
性は，政治家，法律家にかわってあい対立する組織化された経済的利害関係の
代表者が自発的に個人行動を統御する集団行動の運営準則に同意するとき実際
に最もよく確かめられる……」と35)。これは，自由な団体交渉を，民主主義に
とって不可欠の一要素とみなすアメリカ労使関係政策と一致するところであ
る。
しかし，利害関係者の一致したものがすべて適正なものであり，公益に資す
るとは限らない。一致は，たんに弱者の強者や無礼者への屈服にすぎないかも
しれない。もし権威ある第三者に訴える可能性がないならば，一致はその倫理
33）Ｊ､ＲＣｏｍｍｏｎｓ，
34）Ｊ､ＲＣｏｍｍｏｎｓ，
35）ＪＲ・Commons，
乃ｇ動”0”畑ｑ／Ｃｂ肋c物ｇＡｃ伽",ｐ､５４．
必”.，ｐ、163．
鋤〃.，ｐ、２５．
3３
ユユ0０閥西大畢『経済論集』第41巻第６号（1992年３月）
的立場を失うことになる。Commonsは，この究極の判断を最高裁判所にゆだ
ねる。こうして，適正価値は，公共性をもつことになる。
Ｅ民主主義の要件
Ｃｏｍｍｏｎｓの主張する集団民主主義，ないし代表民主主義（Representative
Democracy）は，このような力の均衡をともなった所論である。Ｃｏｍｍｏｎｓに
とって，現在は集団行動(collectiveaction）の時代である。集団行動は社会生
活の普遍的・支配的事実である。人は集団行動を離れては存在しえない。これ
によって個人行動は統御されるが，他方その解放と拡張が意味される36)。資本
家，労働者のいずれを問わず，かれらは，組織化することによって，制約をう
ける反対者ないしは競争者にたいして大きな力と自由を，また産業や政府に有
力な発言力をもつことができる37)。かくて，「資本と労働との闘争が個人の闘
争であることはおよそありえない。それはつねに個人の組織体とかかわりあ
う｡｣38）対等の力をもつ資本組織と労働組織の双方的集団行動を，かれは集団
民主主義と名づけ，個人主義的民主主義や一方的集団行動から区別する。集
団民主主義こそが，Ｃｏｍｍｏｎｓにとってアメリカのとるべき道なのである。
かれのいう代表民主主義は，制度として次の内容を含んでいる。まず，代表
されるところのものは，直接的利害関係者でなければならない。次に，利害を
ともにする関係者の組織化が要件とされる。「産業における代表民主主義は組
織利害関係者の代表制である｣39)と。さらに，代表者は同一利害階級のなかか
ら選出され，その階級を代表する。こうすることによって代表者による協議は
階級構成員全員の協議とほぼ同様の効果が期待されうるとみなす40)。そして，
それは，自主的ではあるが，しかしあい対立する組織化された経済的利害関係
36）Ｊ・ＲＣｏｍｍｏｎｓ,勉趣.,ｐｐ､34-35.
37）ＪｏｈｎＲＣｏｍｍｏｎｓ,肋伽Ｗ”/ＧＯＯ伽蝿ｐ､43.
38）』.Ｒ・Commons,伽..,ｐ､47.
39）Ｊ・ＲＣｏｍｍｏｎｓ,め趣.,ｐ,40.
40）Ｊ､Ｒ､Commons,勿脇.,ｐ､４０．
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者の代表制でなければならない４１)。適正性の発見は利害関係のある当事者たち
によってこそ可能であるとするさきの思考とまさしく一致するところである。
Ｆ公共の福祉と階級的パートナーシップ
Ｃｏｍｍｏｎｓは，その代表民主主義の価値を公共'性にてらして意義づける。公
共性を共通項に労使の組織がこの制度のもとにあい交わるならば，代表民主主
義は「階級のパートナーシップという新しい意味をよそおう」ことになる42)。
代表民主主義は，「公益にてらして資本と労働の均衡，すなわち組織資本と
組織労働の階級的パートナーシップである」と43)。この階級的パートナーシ
ップの現実的可能性を，ＣｏｍｍｏｎｓはＡＦＬのなかにみたのである。Samuel
Gompersのひきいる労働組合運動は革命主義を排し，日常的活動として賃
金，労働時間，その他労働条件の改善を目ざす進化論的なそれであった。体制
内での日常的改良主義である。Ｃｏｍｍｏｎｓは，労働組合を２０世紀における代表
的な経済的集団行動の一つとして是認する。そして，アメリカの労働組合は基
本的に経営との共存可能な組合であるとみなす。それは，また資本主義の社会
主義への変革を阻止する大きな役割をも果してきたのである。かれは，「労働
組合主義の精神は，階級闘争のそれにかわって，パートナーシップの精神であ
る」という44)。かれにとって，労働組合は階級闘争の手段ではなく，パートナ
ーシップとしての存在なのである。また，「労働組合主義は自らを正当化し，
……アメリカ最大の資産はわが労働組合運動であったし，アメリカ資本主義を
最高に擁護したのは労働組合と交渉する資本家たちであった」ともいう45)。
力の均衡を前提に利害関係当事者たちによる合意をとりつけようとする
Commonsの民主主義論にたいして,疑問をなげかける論者もいる。ＭａｒｙＰａ‐
rkerFollettもその一人である。かの女は，それは不毛の過程であり，実りあ
41）ＪｏｈｎＲＣｏｍｍｏｎｓ,肋sg砿ｐ､73.
42）Ｊ､Ｒ・Commons,〃”s/γj上z/GooaWijZZ,ｐ､42.
43）Ｊ､ＲＣｏｍｍｏｎｓル雌ｐ,43.
44）Ｊ・ＲＣｏｍｍｏｎｓ,勿遡,ｐ､194.
45）Ｊ､Ｒ・Commons,必〃.,ｐ､１９６．
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るものではないという。力の均衡にかえて，集団による力の相互作用，つまり
力の統合(integrationofpower）を説き，これこそ真の民主主義を実現するも
のであるという。
四集団組織民主主義
１政治の民主主義
Ａ群衆
Follettは，群衆（crowd）にかわって集団組織（grouporganization）をもっ
て民主主義を提唱する。かの女にとって，「群衆と集団は，まったく違った結
合様式を示すのである｡｣46）群衆は，思考の一致よりもむしろ感情の一致にも
とづいて行動する。もし思考の一致にもとづくものなら，それは，類似性を意
識することによって生みだされた一致である。群衆は模倣と暗示によって導か
れる。似たような考えが伝えられ，これに一致し，行動する。そこには相互作
用がなく，新しい考えの入る余地がない。したがって，進歩がない。指導者は
政策を提示し，大衆の感情に訴え，その支持を得ようとする。その支持の方法
は，多数決である。類似的投票の加算からは，共同的意思は生まれない。相違
する見解から生まれる合意の過程が存在しないのである。このような形での
「多数の支配は，不可避的に少数の支配にならざるをえない｡｣47）これは，真
の民主主義とはほど遠いという。
Ｂ集団過程
これにたいして，Follettは，集団のなかに民主主義の精神をみいだすので
ある。「民主的精神は集団のなかに生まれ，そしてそれ自身の形態を発展させ
46）MaryParkerFollett，Ｔ〃ｇ此”邸αｵ9,1918,ｐ､８５：邦訳上田駕訳「新しい国
家」(2)，北九州大学『商経論集』，第19巻第１．２号，1983年12月，248ペー ジ。
47）Ｍ６Ｐ・Follet,紗舷，ｐｐ､142-143：邦訳上田驚訳「新しい国家」(4)，前掲書第２０
巻第１．２号，1984年12月，145～146ペー ジ。
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るのである」と48)。カユの女は，集団の過程を民主主義とかかわらせて以下のよ
うにいう。集団の過程は，たんなる寄せ集めでは得られない集団的考え（group
idea）を生みだす。それは，各人が自らの価値を認め，その価値を相互にかか
わらしめることによって集団に貢献する過程である。「民主主義は，相互作用
的，相互浸透的全体の方式なのである｡｣49）民主主義はさまざまな異なる要素
を包摂し，相互関係を通して一体化していく過程なのである。「民主主義は，
限りなく包含する精神である。……われわれは，相互関係を通してのみ，無限
に拡大する相互関係を通してのみ全体をうる。民主主義は，実際たんなる拡大
ないしは包含ではなく，全体の創造なのである」と50)。共同的思考と共同的意
思は，この過程の産物である。ここにこそ真の民主主義があるという。それ
は，多数決の方式によってことを決するエセ民主主義とは異にするものであ
る５１)。
しかし，集団過程によってこのように思考が一体化されるだけにとどまら
ず，感情もまた一体化される。この感情は共有されるものであり，利己主義と
利他主義の両者を超越したコミュニティの感覚，統一性の意識である。さらに
は，集団の過程は，共同的意思の創造のそれでもある。これこそ，民主主義の
根幹にかかわるところのものである。「民主主義のまさにその本質と要旨は，
共同的意思の創出である。この活動なしに，民主主義の形態は無用であり，そ
して民主主義の目的は，つねに達成されない。この活動なしには，政治的民主
主義，産業の民主主義，その両者ともに，秩序のない，停滞した，自己破壊的
48）Ｍ．Ｐ・Follet,勿遡.,ｐ､１６０：邦訳上田駕訳「新しい国家」(4),前掲書第20巻第
１．２号，1984年12月，162ペー ジ。
49）Ｍ．Ｐ・Follett,勉舷,ｐ,１５６：邦訳上田駕訳「新しい国家」(4)，前掲書第20巻第
１．２号，1984年12月，157ペー ジ。
50）Ｍ．Ｐ・Follett,弛遡,ｐ､１５７：邦訳上田駕訳「新しい国家」(4)，前掲書第20巻第
１．２号，1984年12月，158ペー ジ。
51）Ｍ．Ｐ・Follett,伽｡,ｐ,３１：邦訳上田駕訳「新しい国家」(2)，前掲書第19巻第
１．２号，1983年12月，195ペー ジ。
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な集合であらねばならないであろう｣52)と。共同的感情も，共同的意思もとも
に集団の産物である。しかも，その形成された思考や意思を生活の場で実践し
ていくなかで，再び思考がねり直され，意思に活力が付与されていく。この過
程は，果しなくつづいていく。
相違を一体化する過程は，また発展（evolution）のそれでもある。人びとの
相互混合的ジ相互作用的活動から思いもよらない力が生まれ，考え方が形成さ
れる53)。「相違の一体化は，生活の永遠の過程一創造的総合，創造の最高度
の行為，償い－である。われわれが民主主義を定義するにいたるとき，この
概念の含蓄は，深遠である」という54)。これを「統合の過程」という。ここに
は従属や妥協の入り込む余地はない。かの女にとって，統合は，民主主義の理
想そのものなのである。
２民主的組織
Ａ機能的統一体
Follettは，上にみた政治の民主主義を経営の組織に適用して，民主的な
組織を説く。カコの女は，経営組織を社会過程としての一種の機能的統一体
(functionalunity）として把握する。この統一体は三つの側面，すなわち相互
作用（interacting)，統一体化(unifying)ならびに発展(emerging）の面をもっ
ている。この意味するところは，以下のごとくである。まず，統一体は，相互
作用によってその性質が規定される。相互作用は，自己の活動が自らの活動を
ひき起こす刺激に入り込むことを意味する。ここでは，行動は作用（function）
として把握されており，このことは行動が過程であることを意味している。「統
52）Ｍ．Ｐ・Follett,弛畑.,ｐｐ､48-49：邦訳上田駕訳「新しい国家」(2)，前掲書第１９
巻第１．２号，1983年12月，212～213ペー ジ。
53）Ｍ．Ｐ､Follett,伽..,ｐ､１４９：邦訳上田駕訳「新しい国家」(4),前掲書第20巻第
１．２号，1984年12月，151ペー ジ。
54）Ｍ．Ｐ,Follett,伽..,ｐ､４０：邦訳上田駕訳「新しい国家」(2)，前掲書第19巻第
１．２号，1983年12月，204ペー ジ。
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一体はつねに過程であって結果ではないのである｡｣55）そこで，統一体が過程
であるということは，部分が相互に変化を与えあっているということだけでな
く，創造されつつある全体がまた部分を変化させているということをも意味す
る。かくて，統一体は，その構成要素’構成要素相互の関係，および全体と部
分の関係によって規定される。統一体化は統一体を創造することではあるが，
それは，「過程として理解されねばならない」のである56)。
この過程は’また発展の過程でもあるＯ発展は新しい事柄，過程における進
歩的特徴を意味するところであるが，これは構成要素の相互作用，関係づけに
よってなされる。相互活動による「……機能的関係（functionalrelating）は諸
部分のたんなる付加以上の価値をもつのがつれである。双方の変化による真の
交織ないしは浸透は新しい情況を創造する｡｣57）Follettは，一般的に「機能
的関係は自己創造的な結合の継続的過程である」という58)。
統一体化されるところのものは，機能である。Ｆ｡,,ettによれば，この機能
こそは現在の経営における最も基本的な観点なのである。経営組織における相
互作用の対象物はまさしく経営の構成員である個人のもつ機能であって，この
諸機能の交織こそが組織の実態なのである。この意味において，統一体は機能
的統一体である。そして，この機能は，「科学的に管理された工場では調査と
科学的研究によってきめられる｡｣59）この事実や科学的方法の尊重は，情況法
則追求の第一歩なのである。』情況の法則は経営から窓意を排し，そのおかれて
いる客観的事実にもとづく管理を意味する。情況の法則にしたがうことは管理
を非人格化し，命令を情況に帰属させる。ここには，発令者と受令者の，支配
と従属の関係は，もはや存在しない。労使はともに情況から命令をうけ，各人
55）Ｈ､Ｃ・MetcalfandL,Urwick，ｅｄ.，Ｄｙ"α加泥Ａ伽伽獅γαｵ伽，theCollected
PapersofMaryParkerFollett，1940,ｐ、195.
56）Ｈ､Ｃ､MetcalfandL,Urwick,ｅｄ.,紗〃.,ｐ,195.
57）ＨＣ､MetcalfandL,Urwick,ｅｄ.,勿湿.,ｐ､200.
58）ＨＣ・MetcalfandL､Urwick,ｅｄ・肋〃.,ｐ､200.
59）Ｈ､Ｃ・MetcalfandLUrwick,ｅｄ.,幼〃.,ｐ､１４７．
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の機能に責任をもち，経営に貢献しなければならない。そこで，かの女にあっ
ては，命令の内容を規定する資本の要請のごときは，考察の対象にのぼってこ
ない。
このような統一体にそくしてすべての機能を関係づけること，これがｶﾕの女
のいう参加(participation）である。それは，個人の犠牲をともなわないすべて
の機能の相互関連的把握によって基礎づけられたものである。それは各人の仕
事にもとづく参加であり，仕事の協力関係を確保しようとするものである。労
働の経営への参加は，このようにして意義づけられる。この参加をうる方法が
統合であって，これは経営と組合による団体交渉の場ではみたしえず，ここに
従業員代表制による参加機構の理論的あらわれをみるにいたるのである。
Ｂ団体交渉制
Follettは，労使の関係を力（power）にかかわらせて問題にする。統一体
が相互作用ないしは循環行動(circularbehavior）によって形成されることにつ
いてはすでにふれたところであり，これが継続的におこなわれるところに協同
的力（power-with)の形成をみいだすのである。すなわち，「正しい真の力は相
互作用によって生みだされる。相互作用のあるところに，協同的力がうちたて
られるであろう」と60)。ここでは，力は一方の人ないしは集団が他方のそれ
を支配，強制するような通常の意味における支配的力（power-over）ではなく
て，協同的力,ともに発展する力（ajointlydevelopingpower)，協力的な（a
co-active)力を意味し，またその形成が可能なのである。さらに，「真の力は情
況に内在しているところのものであり｣61)，相互作用によってのばされる。それ
故に，Follettにとって，「……力は自己発展的能力（self-developingcapacity）
なのである｡｣62）それは自らがのばしていかなければならないところのもので
ある。「経営者は，労働者に自ら能力や力をのばさせる機会を与えるべきなの
60）Ｈ､Ｃ・MetcalfandLUrwick,ｅｄ.,勿脇.,ｐ､105.
61）Ｈ､Ｃ・MetcalfandLUrwick,ｅｄ.,妨脇.,ｐ､106.
62）Ｈ､Ｃ・MetcalfandL､Urwick,ｅｄ・’'6〃.,ｐ､１１０．
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である｡｣63）
力をこのようにみなすならば，労使が力を求めてあい争うということはあり
えないことになるＯ労働が経営を，あるいは経営が労働を支配するための力の
やりとりは空虚なジェスチュアーにすぎないＯ争われている力は支配的な力で
あり，それはすぐになくなってしまう名目的なものである。真の力というもの
は，一方から他方へ分割されたり，譲渡されたり，あるいは授与されたりする
ものではない。労働者の主要な問題は，かれらが資本ないしは経営からどれほ
どの管理権（control）を奪いとることができるかということでは決してなく，
かれらが自らどれほど力をのばすことができるかということである64)。ちなみ
に，所有者と経営者によって保持されている力を労働と共有(share）すべきで
あるという産業民主主義の主張をFollettをもっていわしめれば，「なるほど
これは部分的には真実性を含んでいるが，しかし同時に重要な真実性，すなわ
ち力は能力であるということを隠蔽している」ということになる65)。かくて，
団体交渉制を労使の力のやりとりの場だとみなす見解は，カユの女のうけ入れる
ところとはならない。
協同的力についてのこの主張は，力の均衡のそれをも是認しない。コモンズ
をはじめとする「力の均衡」論者とはあいいれない。団体交渉制を，力の均衡
を背景とするところの交渉の仕組とみなす考えに反対する。その目的とすると
ころは’機能的統一体の形成でなければならない。これがいうところの統合で
あり，管理にかかわらせれば調整(co-ordination)であって，それは均衡とは異
なるものである。「一体となって発展する力は，均衡の不毛の過程とはまった
くちがって，新しい価値を創造することの可能性を意味する」のである66)。
団体交渉は二つの戦う団体の間の調整であり，譲歩と妥協にもとづいてこと
63）Ｈ､Ｃ､MetcalfandLUrwick，
64）Ｈ､Ｃ・MetcalfandLUrwick，
65）Ｈ､Ｃ,MetcalfandLUrwick，
66）Ｈ､Ｃ・MetcalfandLUrwick，
ed.，勉脇.，ｐ、109．
ed.，め〃.，ｐ、109．
ed.，劫”.，ｐ、110．
ed.，紗舷，ｐｐ、113-114.
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をおさめようとしている。団体交渉の弱点は，「労働者に企業管理において直
接的な役割を与えないということである｡」労働組合はその権利を追い求め，
労使間の相違を戦いとみなし，そして戦いをすすめるのに有利な地点を探し求
めてきた。Follettは『労働組合は資本家と同様にこの態度を捨てねばならな
いという。「われわれが労使の調和を望むのなら，われわれは，労使を一つの
集団にしなければならない」とか，「争いの要点は利潤と賃金ではない－そ
れは，企業の共同的な管理である」という67)。
とはいえ，Follettは，ただちに団体交渉を否定するものではない。それを
過渡期の段階として認めようとする。そして，これにかわる制度が考えだされ
るべきであるという。すでにこの兆があるとして，「わたくしは，団体交渉が
途上では必要な段階であったと考えるけれども，また事実かつてと同様現在で
も正しくは必要であるけれども……，いずれその両者はなくなろうとしている
と考える。事実，団体交渉を越えた段階が存在するようなやり方で発展する従
業員代表制と労使協同について考えている。つまりそれを機能的関係の原理に
もとづいて考えている多くの人たちが今日いると思う」と述べる68)。従業員代
表制による参加の機構こそ，かの女にとって機能的統一体を形成する機構なの
である。
Ｃ従業員代表制
Follettの構想する従業員代表制は統一体の本質にそくしたものであり，し
たがってここでは補足的・付随的なものとしてではなく，経営組織の健全な構
図に欠くべからざる部分として考えられている。それは，統一体の本質にそく
して経営における各人のもつすべての機能を関係づけうる，つまり参加しうる
ことを前提として意義づけられている。
経営組織に参加する各人はそれぞれ自己の機能とそのための能力とは，でき
67）Ｍ．Ｐ､Follett,伽ａ.,邦訳上田駕訳「新しい国家」(3)，北九州大学『商経論集』，
第19巻第３号，1984年３月，172～173ペー ジ。
68）Ｈ､Ｃ､MetcalfandL､Urwick,ｅｄ.,、,ﾉ"α”ｃＡｄ伽z耐γα伽",ｐ､２２６．
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る限り厳密に照応することを必要とするのである。この意味において，機能の
参加とは能力の参加でもある。能力の参加は意思形成過程への参加であって，
事後的な賛否表示ではない。ここに，参加の同意と異なるゆえんがある。「会
議において，われわれは，既成の意見にたいしてあらわすにすぎないたんなる
賛否表示ではなくて，思考(thinking)を関係づけたときに参加をもつ｣69)とか，
「参加は関係当事者たちの考え（idea）の相互浸透を含むものでなければなら
ない……｣70）とかいうのがそれである。しかも，この能力に応じた参加は，経
営における全領域への参加でないことをみおとしてはならない。担当機能を通
しての参加であり，従業員のもつ知識，経験，熟練の範囲内における参加であ
る。かの女の参加論は，経営への協力をたて前にする，能力を媒介にした機能
による参加である。労働者の能力と経営者の能力とを結びつけるためのものと
して，従業員代表制による参加の機構があらわれてくるのである。従業員代表
制は，このためのものである。
この参加を得るための一方法としていうところの統合が存在する。統合によ
って意味されるところのものは，ａ）双方がともに望むところのものを得て，
ｂ）全体'情況が進展し，ｃ）過程がしばしば社会的価値をもつということであ
る。したがって，ここでは双方の主張する方法とは別個の第三の方法，つまり
発明が意図される。すなわち，二者択一的情況(aneither-orsituation）が回避
されるのである。それは，交渉や妥協とは基本的に相違する。この統合はフォ
レットの展開する組織を形成する方法であり，これこそｶﾇかの女の理論を他の
主張と区別せしめるところのものである。この理論から，運営形態として労使
の協議方式（conferencemethod）が要請され，しかもこの協議において構成員
の初期の段階における参加が強調されることになる。
69）ＨＣ､MetcalfandLUrwick,め〃.,ｐ,212.
70）Ｈ､Ｃ・MetcalfandLUrwickル".,ｐ､２１２．
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五組織民主主義の問題
１組織民主主義をめぐる問題提起
民主主義の名のもとで展開されてきたこれまでのすべての所論において，権
力(power)のあり方が問われている。StewartCleggは，民主主義をもって
「政治的権力（politicalpower）の集中化が分散化され，政治生活における参加
の量が増加するところの過程であるとしばしばみなされる」という７１)。民主主
義とは，統治者と被治者との間での「権力の共有(sharingofpower)」であるＯ
民主主義の名において語られる限りは，その舞台が組織であっても同じことで
ある。組織民主主義の研究は，その場が組織であるだけにそれなりに特殊な問
題をかかえてはいるが，権力の問題が中心になることには変りがない。Colin
Crouchも，組織民主主義の研究の中枢にすえられるのは「権力」の問題であ
るという。「明らかに権力の問題は，すべての問題の中心にすえられる。と
くに参加よりも民主主義にてらしてうんぬんされるときには，そうである｣72）
と。
ところが，その「権力の共有」とはなにを意味するのかということになる
と，必ずしも一致した見解があるわけではない。権力とはなんであるのか。そ
の共有とは統治者と被治者との間で権力の配分においてただ等しいということ
を意味するだけなのか，それともその共有によってそれ以上に権力の質的・量
的側面において変化をひき起こすことになるのであろうか。さらに，民主主義
の名においてこの権力を行使するとなると，さまざまな問題が横たわってお
り，これにたいする多様な意見がでてくる。「権力の共有」をめぐるだけで
も，このように次つぎと疑問が生じてくる。
71）StewartClegg,“Organizationaldemocracy，powerandparticipation''，ｉｎＣ・
ＣｒｏｕｃｈａｎｄＦ.Ａ､Heller（ed.)，肋〃"αｵ畑αノＹｂαγ600たｑ/，Ｏ増zz"虚α約"αノ
Ｄｇ籾0cγα〃．Vol．’，ｐ、３．
７２）ColinCrouch，“IntroductiontoVolumel'',ｉｎＣ・ＣｒｏｕｃｈａｎｄＦ.Ａ・Heller
（ed.)，肋ｵgγ"α伽"αノＹｂαγ600ﾉｾｑ/､Ｏ増とz雌α物"αﾉＤ”ocγαGjﾉ,Vol・Ｉ，ｐ､１i、
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ましてや組織民主主義の意味するところとなると，疑念は一層ましてくる。
１）いまなぜ組織民主主義でなければならないのか。２）組織民主主義とはな
んであるのか。３）組織民主主義はなにを目ざしているのであるか。４）個人
と組織との関係をどのようにとらえようとするのであるか。５）組織における
権限とはなんであるのか，とりわけ私的所有制により所を求める権限のもと
で，民主化を実現する可能性があるのであるかどうか。６）組織民主主義の舞
台である組織とはどのようなものであるのか。７）組織の目的と組織民主主
義のそれとが合致するのであろうか。８）組織民主主義を実現する勢力はなん
であるのか。９）組織民主主義を実現するためにどのような制度ないしは方策
があるのか。１０）組織民主主義における管理構造とはどのようなものであるの
か。１１）組織を民主化することに限界があるのかどうか。１２）組織民主主義を
研究するには，どのような方法がよいのであるか。本項では，先覚者に導かれ
ながらこれらの問題に答えていくことになる。
２組織民主主義の時代的要請
Ａ組織民主主義と自律性
いまなぜ組織の民主化が問われているのであるか。組織を民主化していくた
めには，その構成員に自律性(automy)，すなわち自らが自らを規制ないしは
統治することのできる資格と能力がなければならない。自律性は，民主化のた
めの要件である。
組織をとりまく環境は,ますます不確実な様相を強めつつある。ＦｒｅｄＥｍｅｒｙ
とＥｒｉｃＬＴｒｉｓｔもいうように，現在の環境は複雑化し，動態化し，不透明
性をましつつある。また，環境の各部分の相互依存性が高まり，加速しながら
も不均一な変化をひき起こし，予期しない結果をまねく。このような環境の不
確実性は，変異性となって組織内に入り込んでくる。この変異性は組織の上位
階層に入りこむだけではなく，下位階層にまで及んでいく。もはや，これまで
のように組織のトップに決定権が集中し，末端では定型化された仕事を，マニ
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ユアル化した方法で，きめられた目標に向かってすすめていくという管理構造
では対応しきれなくなってきた。変異性に対処するために，組織の末端の構成
員にまで自律性が求められる｡
現場の従業員は，生じた事態にただちに対応のできるだけの裁量権と能力を
必要とする。このためには，これまでの組織における権限のあり方が問い直さ
れ，新しい職務や組織の設計が意図されることになる。つまり，民主化に向け
ての組織の再編成である。ELTristは，このような職場での民主化をも含
めて，「組織民主主義は産業民主主義よりも優れた言葉であろう」という73)。
組織階層の全般にわたって自律化が求められるこの間の事情を，一層掘りさげ
て探ってみよう。
Ｂ組織民主制度の広がり
民主主義を提唱してきた一連の論者たちが指摘するように，労働組合が産
業，経済，ないしは組織の民主化に果してきた役割は評価されてしかるべきで
ある。民主主義にたいして，労働組合は，大きな役割を果してきた。なかでも
団体交渉は，民主化をすすめるための強力な方法であった。団体交渉は，その
付議事項を賃金や労働時間にとどまらず，これまで経営の専決権だとみなされ
てきた領域へとますます広げていった。団体交渉は，民主化にとっての重要な
制度である。それにもかかわらず，団体交渉だけをもってしては，組織の民主
化をすすめる上で限界がある。投資，立地，買収，合併のような決定は役員
会でおこなわれ，団体交渉の関知しないところである。これらの問題につい
ての決定に関与するために設けられたのが，従業員役員代表制（theschemeof
employeerepresentationontheboardofcampany）である。これは，組織の上
位レベルにおける民主主義を実現するための民主的な制度である。
しかし，従業員役員代表制は，必ずしも職場の民主化と直結するものではな
い。日々働く職場での民主化が重要であり，これによってはじめて労働の人間
73）ＥｒｉｃＬ､Trist,“TheSociotechnicalPerspectives''ｉｎＡＨ､ＶａｎｄｅａｎｄＷ.Ｆ、
Joyce,ｅｄ.,〃γＷｃ伽ｇｓｏ〃Ｏ増α雌α伽〃Dgs垣〃α”Ｂｇﾉｶα伽γ,ｐ､３５．
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化が実現され，働く意欲もでてくるとみなされた。職務ローテーション，職務
充実，職務再設計，自律的作業集団が提唱される。これらは，職場の民主主義
を実現するための方策である。これらの方策を実施するためには，さらに組織
の再編成が求められる。しかも，これらは，従業員役員代表制と呼応すること
によって相乗的に組織全体の民主化を促すことになる。この組織民主主義の動
向は，1960年代後半から高揚をみせはじめた。1970年代には，意思決定レベル
の範囲を拡大しようとする，また決定を職場に密着したものにしていこうとす
る動きがあった。1975年前後にその動きは，頂点に達したと考えられる。いま
では一時ほどの派手さはないが，漸次的にその思想や方法は組織に浸透しつつ
あるように思える。
Ｃ仕事と自律性
労働組合運動の高まりによる労働条件の改善は，ひとまず労働者に経済的保
障と職務の安定をもたらした。これは，AbrahamH・Maslowによればかれ
らをして一層高い欲求レベルに向かわせることになる。ましてや労働者の教育
水準の著しい向上があるとすれば，なおさらそうである。自己実現の欲求が強
調されるのも，このような状況のもとにおいてである。この自己実現を満足さ
せる重要な源泉として，仕事がとりあげられる。仕事によってその担い手は家
族を扶養する経済義務が果されるのみならず，社会性もまた付与される。職場
は仲間との出会いの場であり，仕事によって仲間との連帯感がかもしだされ
る。その内容によっては社会的評価が異なり，社会的身分が規定されることに
なる。仕事の性質を変えることによって，現在の状況が生みだした問題の解決
をはかろうとするのである。さきの職場の民主化のための諸方策は，この求め
に応じたものなのである。
Ｄ技術と自律性
このよう社会的側面とは別に，組織に導入される技術の側面からも，従業員
に自律性を付与することが求められる。産業構造は，生産部門からサービス部
門に，生産部門では建築業に，製造業ではコンピュータや電気の部門にその比
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重を移していった。これらの産業では，これまでのような細分化された職務，
定型的な作業手続，官僚的な組織ではもはや対応できなくなっている｡
さらに，組織へのコンピュータの導入は，職場の自律性を高める方向に作用
しだした。まず，コンピュータを利用する生産システムは，その職務担当者に
予測不能性をもたらすと同時に，その職務領域を拡大していくことになった。
いつ，どこで，なにが起こるかを予想させなくさせ，したがって万一の事態に
そなえていちはやく対応のできる広範な能力と自律性がかれらに求められるこ
とになった74)。
Ｅ,情報民主化
まだ，1980年代高度情報時代を迎えて，コンピュー タを利用した情報ネット
ワークの構築が，経営において積極的におしすすめられた。これによって，組
織の垂直的な関係では，組織のトップが職場における末端の情報をいちはやく
すいあげ，意思決定に役だたせることを可能にした。水平的な関係では，販
売，生産，在庫をはじめとする経営の各分野の情報を相互に把握し，経営全体
の視点より相互に調整しやすくさせた。
しかし，組織の下位階層への自律性の付与’ないしは権限の委譲がすすめら
れるにつれて，いまでは上位階層への情報の集中にとどまらず，この情報を下
位階層での意思決定に利用することが問題になりつつある。「情報の共有化」
である。ホスト・コンピュータと結ばれた端末機によって，だれもが，いつで
も，どこでも，階層と部門を越えて各種の経営管理情報を自由にひきだせるよ
うにしておくことが求められる。「情報民主化」といわれるほどに’このこと
が強調されてきている（｢情報民主化宣言｣，『日経ビジネス』4-22,1991所収)。
74）「仕事と自律性」ならびに「技術と自律性」の項については，拙稿「ソシオ＝テクニ
カル・システム論と組織民主主義｣，関西大学『経済論集』，第41巻第４号（1991年１１
月）所収，３４～38ページを参照されたい。
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３経営の中立化
これまでの民主主義論は，所有の専制的支配からの被治者の解放を願ってき
た。Naphtaliは所有に対抗するために労働者の生存権をあて，かれらの手に
資本と対等の権力を握らせようとする。Ｗｅｂｂ夫妻は労働組合を民主的勢
力の担い手として高く評価し，これを解放への旗手たらしめようとする。
Commonsは，公共の福祉に貢献しうる適正価値の発見には力の均衡が不可欠
であるとして，労働者の団結を是とする。それぞれの論者のこのような願い
は，すでに現実のなかにその兆しをみせはじめているという。それでは，組織
の場において所有による影響力の後退は，どのように説明されうるのであろう
か。
Ｃｏｍｍｏｎｓの流れをくむ経営の制度的アプローチは経営から所有の影響を捨
象し，経営の中立化論を展開する。WillisWisslerは，現在の経営は「制度
(institution）となりつつある」という。かれは，Ｃｏｍｍｏｎｓの制度概念を継承
して，その実体を取引（transaction）に求め，「その取引の日々くり返しのな
かで経営行動が統一的であり，予測的である」とき，経営は制度的となりつつ
あると考える。ここでは，経営の行動は，もはや所有者の専断的気まぐれや経
営者による移り気の結果ではありえない。「経営有機体(businessorganism）は
個人の統制から離れ，あたかも独立している固有の法則や原理にしたがって自
己のすすむべき道をとるように思える」と75)。経営はそれ自身の内在的法則に
したがって自己の進路をとり，個人的裁量の余地はきわめて小さくなる。制度
理論はこのように経営より個人的色彩を払拭し，制度概念による経営自律化を
論拠に経営の自己発展性を主張する。
さらに，この経営の制度概念は，「所有と経営の分離(seperationofownershp
andcontrol)」論によって補強される。GardinerC・Meansは，所有と経営
支配をそれぞれ機能的に会社にたいして有する利害関係と支配権能であると概
念づけて，両者の分離を主張する。アメリカにおける200の大会社の調査にも
75）WillisWissler,助吻ｇｓｓＡ加伽耐γα伽"，1931,ｐｐ､32-34.
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とづいて「もはやこれらほとんどの会社にあっては，支配を有している個人は
有力な所有者ではない。むしろ，有力な所有者など存在せず，支配はかなりの
程度所有とは別個に維持されている」とみなす76)。所有と支配の分離によって
巨大会社は社会的意義を付与され，「所有者，労働者，消費者，ならびに国家
にたいする新しい責任が支配を掌中におさめている人たちの双肩にかかってく
る」のである。’所有権からそれと結びついた権力を分離することによって，
「会社は利潤追求企業としての性質を変えた」とみなされる77)。ここでは剰余
価値の生産は後退させられ，その支配者にいわゆる社会的責任が担わせられ，
経営のの中立化が構想される。この所有と経営支配の分離による経営の中立化
を前提にして，経営の民主化が主張されるのである。
４権限の源泉理論
経営権「(managerialprerogative,managerialauthority)」の究極的なより所
を私有財産権に求める所論はよくみられるところである。公式権限説(formal
authoritytheory）も，その一つである。これによると事業運営の責任と権限
は，所有者から経営者に委譲されたものであるとみなされる。したがって，経
営には所有に付随するすべての権限が付与されることになる。経営から所有が
後退しつつあるというさきの経営中立化論は，公式権限説とはあいいれない。
そこで，所有の側面を希薄化するためには権限を所有からきり離して，経営の
機能的側面に重きをおく考えがでてくる。経営の目的とそれを達成するための
行為様式をきり離し，所有者による経営への制約をその目的に限定しようとす
る。こうなると，経営の意思決定に労働者を参加させるという行為様式があっ
76）GardinerC・Means,“TheSeperationofOwnershipandControlinAmerican
lndustry",ＴﾉｩｇＱ"αγ彪吻.ﾉ”γ"α/ｑ/､勘o"o加畑,Vol､XLVI,No.１，November
l931，ＰＰ、95-96.
77）ＡｄｏｌｆＡ､ＢｅｒｌｅａｎｄＧ.Ｃ・Means，ＴﾉｂｇＭＭｇγ〃Ｃりゆoγα伽〃α”〃伽”〃o‐
’9γｆｙ,1933,ｐｐ､６－７．
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てもよいことになる。
NeilW､Chamberlainは，所有者との関係から生じる経営権にたいする制
約は経営の行為様式に加えられるのではなく，むしろその行為の目的と意図に
関するものであるとみなす．経営者が株主の利益になると考えるならば，会社
政策の決定に労働者も重要な役割をもたせてはいけない法的根拠はないとい
う78)。かれは，所有者との法的関係よりもむしろ経営の機能的役割を重視す
る。そのいう機能は，「実際法的な枠の性質にかかわりなく，所有関係や支配
機構から独立して存在するものである｡」それは，「だれによって行使されよ
うと，いかなる社会にあっても存続する｡｣79）経営の機能を指揮（direction)，
管理(administration)，執行(execution)，ならびに服従(cOmpliance）に分け
る。指揮はなにがなされるかを決める最高の権限であり，管理は指揮によって
定められた目的を達成する方法を決め，執行はその実行に責任を負い，服従は
上位機能によってなされた決定を下位機能が遵守しているかどうかを確かめる
任務をもつ80)。
組織における公式的な機能と権限は，このように階層化，構造化される。
しかし，実際には経営における多くの決定や方針は通常指揮水準より離れた下
位の機構で作成され，その承認のために組織の上層へと提出される。このよう
に指揮上，管理上の決定は，上・下階層の人たちによる集団行動である８１)。
Chamberlainは，この集団による意思決定機能に労働組合の役員をかかわら
せることができるとみなし，そのいう機能的統合（functionalintegration）を
提唱する。かれは，当事者たちによる責任と権限の共有性に機能的統合の可能
性をみいだすのである。
78）NeilW､Chamberlain,ＴﾉｹｇＵｸz伽Ｃ〃α舵"９９オｏＭｚ"昭9沈郷Ｃｂ"ｵγ０Ｊ，1948,ｐ、
１２，ｐ、18.
79）Ｎ､Ｗ・Chamberlain,勉遡.,ｐ､45.
80）Ｎ､Ｗ､Chamberlain,必〃.,ｐｐ､22-24.
81）Ｎ､Ｗ・Chamberlain,必舷,ｐ､32,ｐ､３５．
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ましてや，Follettの唱える機能権限説では，所有関係は，経営からまった
く払拭されてしまっている。かの女は，「権限は仕事(job）に所属し，仕事とと
もに存続する」という82)。責任と権限は機能に付随するのであって，職位の階
層とは関係ないというのである。この権限の機能への付随の論理には，担当機
能とそれを遂行する能力との間の照応が求められている。これは，知識と経験
のある人物が状況の中心となることを意味する。公式権限説にみられるように
組織の最上位階層に究極的権限(ultimateauthority）があり，ここから下位層
に権限が委譲される（delegatedauthority）というような見方は否定される。
機能の分散からでるその責任と権限の分散論は，必然その集中にふれざ
るをえない。なぜならば，もしそうでなければ，経営の諸活動を一体化しえ
ないがためである。そこで，一体化した責任や権限のあり方として，累積責
任（cumulativeresponsibility)，集団責任（collectiveresponsibility)，共同責任
(jointresponsibility)，あるいは複数権限(pluralauthority）という概念がでて
くる。ここで，組織全体のなかでの個々の機能にたいする責任や権限とは別個
に，機能的全体にたいする責任ないしは権限が問われている。このための方法
として，統合が存在する。この統合による社会的過程としての機能的統一体の
形成作用が調整(co-ordination)である。かの女にとって，権限はこの調整のな
かからでてくるのであって，権限から調整がでてくるのではない83)。
５権限とコントロールの概念
究極的権限は幻想であり，権限は組織全体における交織の問題としてとらえ
られるべきであるという見解のもとでは，公式組織における公式的な権利とい
う名の上位権限は拒否される。むしろ，組織の階層に関係なく組織構成員は相
互に影響(influence）しあって，力を結集し，責任をとり，このために権限を
82）Ｈ､Ｃ,MetcalfandL・Urwick,ｅｄ.,即"α”ｃＡ伽伽耐γα伽",ｐ､149.
83）拙稿「責任ｐ権限の分数｣，中尾真造・今井俊一編『経営管理論』，中央経済社，１９６９
所収，148～152ページを参照されたい。
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発動すべきであるという考えがでてくる。最近の研究では，組織のシステムを
統治するのに，権限にかえてコントロールなる概念がしばしば用いられる。コ
ントロールは，合法性に根拠をおく公式的な権利よりもそれが及ぼす影響力に
重きをおく。
もともと権限(authority)とは，ElmorePetersonとEGrosvendPlowman
によれば｢信託による合法的な権能(rightfulpower)である｡｣84)また，Arnold
STannenbaumによれば，それは，「コントロールを行使するための公式的
権利（formalright)」として定義づけられる85)。権力（power）は，コントロー
ルを行使する能力（abilily,capacity）を意味する。権限も，権力もともに実現
されることもあり，されないこともある一つの潜在可能性（potential）を示す
にすぎないとみなされる。そこで，この権限は，効果的なコントロールに転換
していかなければならない。ところが，いまでは「合法性(legitimacy)」だけ
をより所に権限の発動はできなくなっている86)。ちなみに，人間関係的アプロ
ーチは社会的容認の重要性を指摘し，リーダーの権限の受容基盤を公式的なそ
れよりも信頼関係に求めようとする。ここでは，リーダーは，そのおかれてい
る状況の実態を部下に理解させることによってかれらに影響を与えることが求
められている。しかも，その影響力の相互作用が重視される。
コントロールは組織にとって必要不可欠な相関物とみなされるのみならず，
それ以上に社会的・心理的意義を付与される。TannenbaumとRobertL
Kahnは，コントロールを社会的．心理的変数としてそれに人間欲求の満足，
広範な社会的．政治的含み，ならびに'情緒的な意義を担わせる87)。組織の民主
84）ElmorePetersonandE，GrosvendPlowman，助s"ｇｓｓＯ増α"たα伽〃α〃
Ｍｚ"α99"29”，1949,Ｐ、62.
85）ArnoldS・Tannenbaum,Ｓｂｃ”ﾉRSycﾉｶoﾉｂｇｙｑ/ＷｚｇＷｂγ々 Ｏ堰α"如加"，1966,
ｐ、84.
86）Ａ,Ｓ､Tannenbaum,伽..,ｐｐ,84-85.
87）Ａ､Ｓ・Tannenbaum,andRobertLKahn,‘‘OrganizationalControlStructure,'，
Ｂｉ"?､α冗励〃ｵ勿"ＳＶＣ１．１０Ｎｏ．２，１９５７，ｐｐ、127-128.
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的構造は，このコントロールが組織の全階層に等しく分布され，しかもコント
ロール総量の多い状態をいうのである。このコントロールの民主的構造は，組
織の効率性と関係することになる。
６個人と組織の関係
ABarnardの民主主義論
Ｌ民主主義が専制支配から個人を解放し，その自由と平等をうたいあげるとし
ても，その舞台が組織である限り，それは，組織の存続と発展と矛盾するもの
であってはならない。個人と組織をいかにうまく統合するのか，これは，組織
民主主義論にとってさけて通ることのできない課題である。
すでにみたように，Follettの組織民主主義では，異なった個人もその相互
作用の創造的過程を通して一層まとまりのある統一体へと昇華していくことが
論じられた。全体に視点をすえて，個人を活かす道を探ろうとするものであっ
た。これにたいして，Chesterl・Barnardは個人の立場を認めながら，かれ
らをいかに組織にひきつけるかを問題にした。組織への個人の貢献を願いなが
らも，両者の併存する可能性をさし示そうとした。
ｉ）組織の概念
個人は物的・生物的制約をうち破るために協働体系（cooperativesystem）を
つくりあげる。この体系によって，共通の目的が達成される。この協働体系に
は，心理的ならびに社会的要因がつきまとう。目的の達成とは別に，協働にと
もなう物的・心理的・社会的要因から満足，不満足が生じる。協働行為の確認
された目的の達成を有効性(effectiveness）によって，また個人動機の満足を能
率性（efficiency）によっていいあらわそうとする。組織の永続I性は，この両者
によって保証される。協働に際して，物的環境，社会的環境，ならびに人間の
多様'性のために，それぞれの組織のおかれた状況は，異なったものとなる。そ
こで，これら具体的な状況を除去した，すべての協働体系に共通する一側面が
抽象化される。これが「組織(Organization)」と名づけられ,「意識的に統括さ
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れた人間の活動や諸力の体系」として定義づけられる88)。Barnardは，組織
のこのような概念構成によって人々の協働の意識的な促進や操作がより有効な
ものとなることを意図している。
ｉｉ）意思決定システム
Barnardの民主主義論は，このような組織観の基礎の上に成りたっている。
かれは，民主主義を「＜協働的な関係にある人びとの具体的な行動を統治する
公式システム＞」としてとらえている。そのいう「＜統治システム＞」とは
「＜協働的努力を指揮．統制するシステム＞」であり，協働における目的と手
段を選択するところの「＜意思決定システム＞」であるとみなされる89)。ここ
では，民主主義は，協働体系における公式的な統治システムとして純技術的に
把握されている。民主主義を崇高なる理想とみなす視点からは隔絶している。
それは，協働体系を通して個人と組織の双方の両立を可能ならしめるための技
術的手法として展開されているにすぎない。民主主義は，その崇高なる理念の
故に良しとされるのではなく，それが組織の有効性と能率性を高めるが故に良
しとされるのである。
Ｂ力の均等的テクニック
いわゆる行動科学者たちも，個人と組織の調和を重視する。かれらは個人の
パーソナリティに力点をおき，これを軸に仕事や組織の見直しを説いていく。個
人の自己実現欲求に視点をすえて，これを満足させることができるような職務
や組織を構想する。Maslowは，精神的に健康な人間にとっては自己実現欲求
が欲求のなかでも最高至上のものだとみなす。これは，個人がその能力の発揮
できる機会を願うことを意味する。しかるに，これまでの権威的ないしは官僚
的な組織は個人行動を定式化し,その裁量を減らす方向に編成されている。この
ことの結果,多くの個人は，その仕事から疎外されていると感じることになる。
88）Chesterl､Barnard，Ｔ/２９〃"c細ｚｓｑ／伽Enrgc"伽9s,1968,（firstpublished
l938)，ｐ､72,ｐ､73,ｐ､81.
89）加藤勝康「完稿“Democracy”論考におけるパーナードの組織観をめぐって｣，東北
大学『経済学』，第46巻155号所収，135ページ。
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FritzHerzbergは，かれらを真に満足させるのは仕事にかかわる要因であ
るという。そこで，職務満足，個人の発展，創造性を促すような方策を採用す
ることがすすめられる。職務充実,強固な作業集団,分権化などがそれである。
GeorgeStraussは,これらの方策を｢力の均等的テクニック(power-equalization
techniques)」と名づける。力の均等とは，「上司と部下との間の権力や身分の
違いを減らす」ことをいう90)。そのテクニックは，組織階層の全般にわたって
力を配分させ，職場の従業員にも意思決定の余地を与え，これによって人的資
源を活用させようとする方策である。ひいては，組織の効率性を高めることが
期待される。
行動科学，なかでもMaslowの研究方法の一つの特徴は，全体的一動態的
視点（holistic-dynamicpointofview）をとっていることである。この立場は，
全体的であるのみならず，また機能的・動態的・目的的な視点をも意味してい
る。パーソナリティは,たんなる部分の総計として表出されているのではない。
全体としてそれ自体統一性をもったものである。それは，要因が相互にからみ
あい，依存しあって動態的，全体的な様相を呈していくとみなされるのである。
人間は有機体（organism）として理解され，オープン・システムとみなされ
る。有機体内の要因が相互に関連していることはもちろん，さらにその有機体
はそのおかれている環境と相互依存関係にある。そこで，有機体のとる行動は
その内部の'性質によって規定されるのみならず，またこれに影響を及ぼすまわ
りの直接的な状況〉さらには文化的背景によっても規定される９１)。行動科学
は，全体的一動態的視点にたって，その研究を個人のパーソナリティから出
発し，組織全体へとすすめていく。この両者の調和に願いがこめられている。
Ｃソシオ＝テクニカル・システム論
行動科学的展開は，組織におけるソシオの側面にのみ焦点をあててきた。し
90）GeorgeStrauss，“SomeNotesonPower-Equalization'',ｉｎＨａｒｏｌｄＪ・Leavitt，
ｅｄ.,Ｔ〃ｇ‘SbcjZz/６℃伽ｃｇｑ／０噸α"如加",1963,ｐ,４Ｌ
91）拙稿「行動科学と組織民主主義｣，関西大学『経済論集』，第41巻，第１号，（1991年
４月）所収，６～９ページ。
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かし，組織にはテクニカルの側面もある。技術が，人間のもつ社会・心理的側
面に影響を及ぼさないわけにはいかない。ソシオ・システムとテクニカル・シ
ステムの同時最適化をねらったのが，ソシオ＝テクニカル・システム論であ
る。最近の進歩した技術は，その担い手にたいして主体的に判断し，行動する
ことを求めている。他方，社会的側面の研究も人間の自律性を強調する。ソ
シオ＝テクニカル・システムの基本原理は，権力の共有であるといわれる。こ
の権力の共有を可能ならしめるのは，システムの末端にまで及ぶ自律性であ
る。
このソシオ＝テクニカル・システム論を方法的に支えてきたのは，ゲシュタ
ルト・アプローチであり，オープン・システム・アプローチである。全体的ゲ
シュタルトはそれ自体の特質をもち，その構成要素は全体との関連において一
定の意義を付与される。構成要素はそれをとりまくより大きな上位組織に組み
込まれ，相互作用しあっている。ソシオ＝テクニカル・システム論も，個人の
存在を全体的システムの視点から意義づけようとする92)。
７組織民主主義の「場」
組織民主主義は，民主化を実現する場を「組織」にもとめる。では，そのい
う組織とはどのようなものであるのか。すでにBarnardの組織概念について
考察した。この概念からすれば，それは，ひとり企業にとどまるものではな
い。かれ自身，次のようにいう。「組織は，物的環境，社会的環境，人々の数
や種類，ならびに組織にたいするそれらの関係づけの基礎の点でははなはだし
く異なるであろうけれども，軍隊，宗教，学問，製造工業，友愛のいずれの協
働にもあてはまり，同じことを意味するであろう。……さらに定義は，また同
様にたったいま上に述べたそれらの協働体系ともまったく異なるもの，たとえ
92）拙稿「ソシオ＝テクニカル・システム論と組織民主主義｣，前掲書所収，３８～48ペ
ージを参照されたい。
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ば封建時代の諸条件における協働にも適用される」と93)。このようなBarnard
の認識対象は企業を越えて組織一般に拡大されていく。
そのいう民主主義が意思決定システムという管理の技術的手法を意味するな
らば，これまた，どんな組織にもあてはまることになる。「……デモクラシー
_の考察は，単に政治的，経済的，軍事的，その他すべての公式組織体(formal
organization)，すなわち協働システム（cooperativesystem）への適用を含むも
のである」ということになる94)。
８組織民主主義の目標とその実現の方策
組織民主主義は，組織に焦点をあわせるだけに，産業民主主義やその他の民
主主義とは違った目標をもつことにもなる。組織の存続，組織の効率性，労働
疎外の克服ないしは労働の人間化，自律性，モチベーションの向上ないしは職
務満足，人的資源の活用などに視点をすえて展開されていく。もちろん，これ
らの目標のそれぞれが相互に関連しあっていることはいうまでもない。
組織民主主義を実現するための方策ないしは制度として，組織構造そのもの
を権威的なそれから，民主的ないしは参加的なそれに再編成することが説かれ
る。あるいは，これまでの垂直的管理にかわって，水平的管理が主張され，委
員会制が提唱される。また組織の階層ごとに民主制を設けようとして，まず組
織の最高位階層の意思決定に労働代表をかかわらせる従業員役員以表制が構想
される。次に，職場レベルでの民主化のために，自律的作業集団の編成や自律
性のもてる職務の再設計をあてる。組織の上下階層におけるこれらの民主制は
相互に作用しあって，組織全体にたいして民主主義のシナジー効果を発揮する
ことができると考えられる。このほかにも，労働者持株制，成果配分制，各種
の共同決定制があげられる。
93）Ｃ､１.Barnard,Ｔ"ｇ肋"c伽"ｓｑ/,伽ｍｒｇｃ"伽ｇｓｐ､73.
94）加藤勝康「未完稿“Democracy''論考におけるバー ナー ドの組織観をめぐって｣，前
掲書，136ページ。
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しかし，組織での民主主義の確立を意図して提唱されてきたこれらの諸制度
が真にその目的を実現するかどうかについては，あらためて検討を必要とす
る。ＣＯｌｉｎＣｒＯｕｃｈは，次のようにみなす。組織内で民主主義を確立していこ
うとする要求がどの程度まで実際権力の共有や移行をもたらすのか，あるいは
その制度の運用の際に労働者に利益をもたらすのかという問題は，「先験的に
決められるような事柄ではなく，研究にもとづいて決められるべきものであ
る」と95)。
９組織民主主義の効率性とその限界
すでにみた一連の民主化運動も，産業や経済の能率性，国民大衆の利益，公
共の福祉にてらして論じられてきた。組織民主主義も，国民経済に貢献するこ
とを求められる。しかも，それは，組織のなかで個人の尊厳性を保持しながら
も，組織の存続と発展を保証するものでなければならない。だとすれば，組織
民主主義の名において，はたしてこれらのことが実現されうるものであろう
か。もし実現されえないとするならば，このことは，組織民主主義の限界を意
味することにもなる。
これまでのさまざまな研究成果は，組織の民主的な仕組みが専制的なそれや
放任主義よりも高い効率性を示すことを証明してきた。ちなみに，Ｌ・Ｃｏｏｋ
とＪ､ＲＰ,Frenchは，集団を変更計画の立案にまったく参加しない集団，
従業員の代表者のみが参加する集団，全員が参加する集団の三種類に分け，そ
れぞれの集団が，工程や職務の変更にともなってどのような反応を示すかとい
う実験を試みた。なかでも全員参加の集団において，最も高い能率が達成され
95）Ｃ､Crouch,"IntroductiontoVolumel，',ｉｎＣ､ＣｒｏｕｃｈａｎｄＦ.Ａ・Heller（ed.)，
助〃"α加"αノY19αγ６００角ｑ/･ＯＫｇａ肱αｵ畑αﾉＤ”0cγαCy,Vol・Ｉ，ｐ・xliii、
96）Ｌ・ＣｏｏｋａｎｄＪ.Ｒ､Ｐ・French,Ｊｒ.,“OvercommingResistancetoChange，，,in
DCartwrightandA,Zander,ｅｄ.,Ｇγo”Ｄｙ"α”Cs，1953,邦訳三隅二不二
・佐々木薫訳「変化に対する抵抗の克服｣，『グループ・ダイナミックス』（１）所
収，383～407ペー ジ。
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るということを証明した96)。
しかし,民主主義が,必らずしも組織の効率性を高めるとはいいきれない。民
主主義の組織に及ぼす効率性は，一定の条件のもとにおいてのみ妥当すると考
えられる。Barnardは，民主主義には限界があるとして民主的過程における
リーダーシップのジレンマを指摘する。これには，１）一般的な型のジレンマ
と，２）リーダーの選抜と行動ならびに部下のリーダーにたいする反応に直接
影響を与えるジレンマとがある。前者の一般的ジレンマとして，ａ）部分的な
同意と完全な一致との間のジレンマ，ｂ）抽象的決定と具体的行動との間のジ
レンマ，ｃ）タイム・ラッグのジレンマ，ｄ）政治的コンフリクトのジレンマ
があげられる。後者のジレンマとして，ａ）有効な行動と政略のジレンマ，ｂ）
パーソナリティと地位のジレンマ，Ｃ）責任分散のジレンマが指摘される97)。
また，コンテインジェンシー・アプローチをもってすれば，民主的な組織構
造は，一定の外部環境とその構成員のパーソナリティに適合したときにのみ有
効であるということになる。民主的組織構造が組織の効率性を高めうるのは，
その環境が複雑であり，動態的であり，かつまた組織構成員のパーソナリティ
が自律的である場合のみである。このようにみてくると，効率性という観点か
らすれば，組織民主主義は絶対的なものではなく，一定の条件にのみ適応でき
るという限定的妥当性をもつにすぎない。
１０組織民主主義への学際的アプローチ
組織民主主義の研究は，組織に焦点をあてながらも，これに影響を及ぼす社
会的，経済的，政治的レベルからもまた可能であるといわれる。なぜならば，
組織改革の方策は，このマクロの動向と強いかかわりあいをもってすすめられ
るからである。Crouchは，「組織民主主義のく方策（politics)＞は，個々 の実
践の内部の（internal）政治的側面にてらしてか，それとも組織生活と，例えば
97）ChesterI・Barnard，０噸α"如加〃α”Ｍｚ"cZg”〃，１９６９（firstpublished
l948),ｐｐ､30-45.
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共同決定の立法化を求める政治的要請にみられるような社会における政策との
間の外部的な（extemal）からみあいにてらして理解されることができる」とい
う98)。
この組織，ならびにその組織の民主化を願ってうちだされる制度を研究する
学問領域は，経済学，政治学というような一学科に限定されるものではない。
「組織における民主的行動は，多面性を有している。それも，幾つかの学科
目，主に経済学，社会学，心理学，政治学，産業関係論，ならびに経営学が，
その領域で研究をすすめている｡」組織民主主義の研究は特定の知識の範晴
に限られたものではなく，さまざまな学問領域からアプローチされている。そ
れぞれの学問上の成果が相互に補完しあうことによって，組織の民主化を達成
するための現実的な方途がみいだされうると期待されている99)。
98）Ｃ,Crouch,“IntroductiontoVolumel",ｉｎＣ､ＣｒｏｕｃｈａｎｄＦ.Ａ､Heller（ed.)，
〃eγ"αｵ伽αノＹ〃αγ６００ノウＯ/,Ｏ増α"吃α加泥α/Ｄｇ籾0cγα〃,Vol・Ｉ，ｐｐ・xliv-xlv、
99）ＦｒａｎｋＡ・Heller,“ForewardtothelnternationalYearbookofOrganizational
Democracy，，ｉｎＣ、ＣｒｏｕｃｈａｎｄＦ.Ａ,Heller（ed.)，肋ｵgγ"α伽"α/Ｙ汐αγ６０o々ｑブ
Ｏ増α"吃αｵ効zαノＤｇ"zOcγαGy，Vol・Ｉ，ｐ・xxxv．
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